予算要求資料
平成27年度当初予算     支出科目  款：農林水産業費  項：農業費  目：農業振興費
	事業名  企業等農業参入・農業法人育成推進事業費


             （この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）
  農政部 農業経営課 担い手対策室 農地利用集積係  電話番号：058-272-1111（内2847）

              E-mail： c11419@pref.gifu.lg.jp
１  事業費     5,917千円（前年度予算額：  4,962千円）
＜財源内訳＞

	区  分
	事業費
	財        源        内        訳

	
	
	国  庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県  債
	一  般

財  源

	前年度
	4,962
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,962

	要求額
	5,917
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,917

	決定額
	5,917
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,917


２  要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
ア  企業等農業参入推進
農業従事者の高齢化や減少に伴い、企業の農業参入を多様な担い手のひとりとして位置づけ、参入と定着を推進する必要がある。
イ  農業法人育成推進
農業従事者の減少が進む中、経営基盤が強く、地域農業を支えることができる担い手育成のため、既存の個別経営体及び任意組織の法人化を進める必要がある。
（２）事業内容
ア  企業等農業参入推進
・企業参入相談
企業参入の相談窓口として専門知識を持ったスタッフを配置するとともに、既に農業参入を果たした企業をアドバイザーに認定し、これから参入しようとする企業に対して実体験に基づく助言等を実施。
・農業参入企業の掘り起し、定着支援
企業セミナーを開催するとともに、参入希望企業を巡回し、参入に向けた助言を実施。
また、新たに企業定着促進会議を設置し、課題解決に向けた専門アドバイザーの派遣などの活動を展開、農業参入企業の定着を支援。
イ  農業法人育成推進
・法人化相談
法人化の相談窓口として専門知識を持ったスタッフを配置するとともに、税理士、行政書士等のスペシャリストを派遣し、法人化の手続き等を支援。
・法人化への推進体制の強化

市町村・ＪＡの担当者に対して法人化のメリット、初期投資時の事業活用（経営体育成支援事業等）等の説明会を開催。
法人化に対する市町村等担当者の理解向上を図ることで、地域の相談体制を確立。
（３）県負担・補助率の考え方

県10/10
（４）類似事業の有無
無
３  事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	285
	地域アドバイザー費用弁償、打ち合わせや企業巡回の旅費

	需用費
	    190
	事務用消耗品購入費

	役務費
	    130
	郵便料、電話料

	補助金
	5,152
	企業等農業参入・農業法人育成推進事業費補助金

	その他
	    160
	アドバイザー相談業務謝礼

	合計
	  5,917
	


	  決定額の考え方  



４  参考事項
（１）各種計画での位置づけ
ぎふ農業・農村基本計画
（２）事業主体及びその妥当性
農業従事者の減少が進む中、企業を担い手と位置づけで支援することや、既存農家の経営基盤強化を図ることは、将来の農業を担う農業者・経営体の育成・確保につながり、県の関与は妥当である。
事業評価調書
	□  新規要求事業  

	■  継続要求事業


	１  事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
農業従事者の高齢化や農業の担い手の減少により、本県農業の担い手の育成・確保が緊急の課題となっている。

そのため、新たな担い手のひとりとして企業を位置づけ、農業参入支援を進め、平成27年度までに54社の企業参入を目指す。

また、担い手の基盤強化を図るため、既存の農業従事者の法人化を進め、平成27年度までに580の法人化を目指す。  


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目  標
	達成率

	企業の農業参入件数
	18
（H21）
	50
（H23）
	59
(H24)
	72
（H25）
	54
（H27）
	150％

	農業生産を行う法人数
	417
（H21）
	455
（H23）
	486
(H24)
	506
（H25）
	580
（H27）
	54.6％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

①県段階での相談窓口開設及びコーディネーター設置（岐阜県農業会議）

第1、第2四半期（4月～9月）の相談件数  23件
②企業の農業参入セミナーの開催
平成26年7月24日（木）  可児市文化創造センター（可児市）

平成26年7月29日（火）  じゅうろくプラザ（岐阜市）

平成26年7月31日（木）  高山グリーンホテル（高山市）で開催

企業、関係団体等  109名参加

③就農相談会（アグリチャレンジフェア）への企業参入相談ブースの設置

（2回・岐阜市）

今後の予定：平成26年11月   農業参入先進地視察研修 (静岡県)
平成27年 1月   農業参入法人等交流・研修会（岐阜市）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

1 相談窓口の設置
相談窓口を設置し、専門の職員を配置することで、企業参入を促進することが見込まれる。

2 建設業界や農業委員会と共同の研修会(企業セミナー)の開催

参入側・参入受入側双方に対して企業参入への関心や理解を深めることで、企業参入を促進することが見込まれる。


	２  事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

   ○


	農業の担い手が減少する中、企業を担い手のひとりとして位置づけ支援することは、地域の農地を守ることにも寄与しており、県の関与は妥当である。

	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）

  ○：期待した効果がある、△：一定の効果がある、×：期待した成果がほとんどない

	（評価）

○
	  平成27年度目標の参入企業54社に対して、平成25年度における達成率が100％を超えており、事業成果はあがっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

  ○：効率化は図られている、△：向上の余地がある、×：効率化が図られていない

	(評価)

○
	  岐阜県農業参入法人連絡協議会の活動を通じた会員間の情報交換・連携が図られ、効率的な支援ができている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
企業が農業参入するには、農地の確保、農業機械施設の整備、農業技術の習得などの課題を解決する必要がある。また、農業参入した後も農業経営の早期安定化を図る必要がある。
また、既存の個別経営体等の経営基盤強化への支援が求められている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
担い手の確保のために企業参入を促進していく必要があるため、農業参入を希望する企業に対する支援を充実し、継続して事業に取り組む。
また、経営基盤が強く、地域農業を支えることができる担い手を育成するため、個別経営体、任意組織の法人化支援にも取り組む。


